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ひずみ時効による鉄筋の特性変化の予測式の構築 

その 1 実験の概要及び結果 

ひずみ時効 鉄筋 正会員 ○Alex Shegay*1 正会員 岡村光晋*2 

補修 正会員 佐藤 大樹*3

1. 序論

近年地震で損傷した建物の補修や再利用の意義が強ま

っている．補修後の建物の耐震性能変化の一つの要因とし

てひずみ時効がある．ひずみ時効とは塑性変形を受けた鋼

材に時間の経過とともに耐力の上昇や塑性変形能力の低

下が起こる現象 1)（図 1）である．延性の低下は建物の脆

性破壊を，強度の上昇は建物の破壊モードの変化を引き起

こす恐れがあるため，鉄筋のひずみ時効は建物の耐震性に

影響を及ぼすことが考えられる． 

既往研究 2),3),4),5)では特定の種類の鉄筋に対してひずみ時

効による延性低下および強度上昇が確認されているが，そ

の影響の一般化した予測手法は構築されていない．そこで

ひずみ時効による鉄筋の特性変化を計測する実験の概

要および特性変化に影響を及ぼす因子の特定を本報そ

の 1 の目的，それらを用いた特性変化の予測式の構築

を本報の最終的な目的とする． 

図 1 鉄筋のひずみ-応力曲線模式図 

2. 実験概要

本報では材料特性によるひずみ時効の鉄筋への特性変

化の差異を分析する実験（以下，材料特性条件に関する実

験，3 章）と，ひずみ時効条件による特性変化の差異を分

析する実験（以下，ひずみ時効条件に関する実験，4 章）

の 2 種類に大別し，それぞれについて分析を行う． 

鉄筋を特定のひずみ（以後，予ひずみ εo ）になるまで

引張った後，特定の期間（以後，時効期間 tA ）の時間経過

をさせることでひずみ時効を発生させる．この際，時効期

間が長い（本実験では 3 ヵ月以上）鉄筋は加熱によるひず

み時効の促進 6)を行い実験期間の短縮を図る．この鉄筋を

再び破断まで引張ることで延性や強度の差異を計測した． 

引張試験時のセットアップ図を図 2 に示す．なお本報で

は延性の評価指標としてネッキング時のひずみを，強度の

評価指標として引張強度および降伏強度を用いた．ネッキ

ング時のひずみは鉄筋につけた 6 つのパンチマーク（図 3）

の間の距離を引張前後で測り，その変位の中央値を用いた．

また引張強度および降伏強度は動歪計を用いて計測し，引

張強度には応力の最大値を，降伏強度には 0.2 %オフセッ

ト耐力を用いた． 

図 2 試験時セットアップ図 

図 3 パンチマーク 

3. ひずみ時効の発生に影響する材料特性の特定

複数の鋼種および径の鉄筋（SD295A，SD345，SD390 お

よび SD490 の鋼種，D13~D32 の径の計 11 種類）に対して

予ひずみ εo = 3 % および時効期間 tA = 1 年という同一の

条件でひずみ時効を発生させることで，ひずみ時効の発生

に影響する材料特性条件の特定を行う．実験マトリクスを

表 1 に示す． 

各鋼種の代表的な引張試験時のひずみ-応力曲線を図 4

に示す．図 4(a)，(b)，(c)より SD295A，SD345 および SD390

ではひずみ時効が発生し降伏強度が上昇していること，図

4(d)より SD490 ではひずみ時効が発生せずひずみ-応力曲

線に変化がないことが見て取れる． 

鉄筋の規格に関わらず一般的な傾向を確認するため，既

往研究 5)によりひずみ時効の発生原因と判明している炭素

C の含有率 λC およびひずみ時効の発生を阻害することが

知られているバナジウム V の含有率 λV によるひずみ時効

の影響について分析する．例としてひずみ時効による強度

上昇の指標とした降伏強度変化率 βy の定義を式(1)に(σy 

は初期引張時の降伏強度，ΔσY はひずみ時効による降伏強

度変化を示す（図 1）），λC および λV と降伏強度変化率 βY 
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の関係を図 5 の散布図部分に示す．図 5(a)より λC と βY の

間には明確な傾向が見られず，一方で図 5(b)より λV が上

昇するとひずみ時効による降伏強度上昇が抑えられ，λV 

が 0.06 % 程度でひずみ時効による降伏強度上昇が発生し

ていないことがわかる．この λV と βY の関係は線形に見て

とれるため，図 5 の破線部のように最小二乗法を使用した

式(2)のような 1 次式による予測が行えると考えられる．な

お，この式(2)は εo = 3 % および tA = 1 年という条件に限

定した範囲での予測式である． 

𝛽𝑌 = 𝛥𝜎𝑌 𝜎𝑦⁄ (1) 

𝛽𝑌 = 0.22 − 350𝜆𝑉 ≥ 0 (2) 

表 1 実験マトリクス（材料特性条件に関する実験） 

鋼種 

SD295A SD345 SD390 SD490 

径 

D13 3 本 3 本 3 本 

D16 3 本 

D19 3 本 3 本 3 本 

D22 3 本 

D25 3 本 

D29 3 本 

D32 3 本 

図 4 代表的なひずみ-応力曲線 

図 5 含有率ごとの降伏強度上昇率 βY

4. ひずみ時効条件に関する実験

ここでは予ひずみと時効期間の条件によってひずみ時

効の発生程度を検討することが目的である．そこで 1 種類

の鉄筋（SD345，D19）を用いて，予ひずみ εo は 0.5 %，

1 %，2 %，4 %，8 % の 5 条件，時効期間 tA は 1 週間，

1 ヵ月，3 ヵ月，6 ヵ月，1 年の 5 条件，計 25 条件の組

み合わせで実験を行った． 

代表的なひずみ-応力曲線を図 6 に，tA および εo に対す

る βY の関係を図 7 に示す．図 6 および図 7 より概ね εo が

大きく，tA が長い試験体がひずみ時効による降伏強度上昇

が大きいことが見て取れる．またパンチマーク間の距離の

変位から計測した延性については概ね εo が大きく，tA が

長い試験体の低下が大きいことを確認した．なお，εo が

8 % の tA が 3 ヵ月月以上の鉄筋については再引張時にほ

とんど塑性変形が発生せずにネッキングが開始している

ため，ひずみ時効による深刻な延性の低下が発生したこと

が見て取れる．したがって，ひずみ時効による特性変化を

大きくする因子として εo および tA が挙げられることを確

認した（詳細は本報その 2 で後述する）． 

図 6 代表的なひずみ-応力曲線 

図 7 時効期間および予ひずみと降伏強度上昇率の関係

5. 結論

本報その 1 ではひずみ時効による延性の低下および強

度の上昇という特性変化を抑制する因子としてバナジウ

ム含有率 λV が，特性変化を大きくする因子として時効期

間 tA および予ひずみ εo が挙げられることを確認した．こ

の 3 因子を用いたひずみ時効による鉄筋の特性変化の予

測式の構築および検証を本報その 2 で行う． 
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